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（イ）、（チ）及び（ル）…保険料の延納の申請をする場合には、この
申告書の⑭（イ）欄の概算保険料額を３で除した額を（イ）、（チ）
及び（ル）に記入してください。ただし、除した額に１円又は２円
の余りが生じた場合は、その余りを加えた額を（イ）に記入して
ください。

この申告書の⑩欄の（ヘ）の額から㉒欄の（ホ）の額を差引いた
額を記入してください。なお、一般拠出金は延納できません。

納付書の金額は、㉒の（ニ）、（ヘ）、（ト）の額を転記してください。

この申告書の⑩（イ）確定保険料と⑱申告済概算保険料の額を比較
します。⑩（イ）＜⑱のときはその差引額を（イ）充当額または（ロ）還付
額に記入します。
⑩（イ）＞⑱のときは、その差引額を（ハ）不足額に記入します。

ヘ

記入例１　確定保険料額が申告済概算保険料額を上回る場合（不足額が出る場合）

延納の申請をする場合は「3」、延納の申請をしない場
合は「1」と記入してください。

電子申請を行う場合のアクセスコードです。 P.36 の「電子申
請のための「アクセスコード」について」をご覧ください。

「法人番号」欄が空欄の場合は労働保険事務組合の
「法人番号」を記入してください。
※法人番号は国税庁から通知される13桁の番号です。
※労災保険のメリット制が適用となる委託事業場について
個別に作成する申告書の場合、当該委託事業場の法
人番号を記入してください。

⑰…

㉛…

7

てください。（記入例 2の①及び③）

（記入例 1）

（記入例 3）

（記入例 2の

この欄に

①及び③）
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管轄の
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